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Ⅰ 調査の実施概要 

１．調査の目的 

県内の市町村及び商工関係団体の商業まちづくりに関する考えを把握し、今後の商業ま

ちづくりの方向性や施策の検討にあたり、参考とすることを目的とする。 

 

２．調査の概要 

（１）調査実施時期 

平成３０年１０月～１１月 

（２）調査対象 

県内の市町村    ５９市町村 

県内の商工関係団体 １２４団体   福島県商工会議所連合会 

                  福島県商工会連合会 

                  福島県中小企業団体中央会 

                  福島県産業振興センター 

                  福島県商店街振興組合連合会 

                  各商工会議所（１０団体） 

                  各商工会（８９団体） 

                  各商店街振興組合（２０団体） 

（３）調査方法 

調査票の郵送によるアンケート調査 

（４）調査項目 

ア 住民の方が買い物する上で、新たにどのようなものが必要（又は既存の店舗、施設の充

実が必要）だと考えるか。 

イ 郊外への大型店の立地を抑制することについてどう考えるか。 

ウ 新たな店舗、特に大型店を設置するに当たっては、どのようなことを考えなくてはなら

ないと考えるか。 

エ 大型店に対して、どのような地域貢献活動を期待するか。 

オ 大型店の立地に関連して、どのような点において、県の広域的な調整・支援・協力が必

要と考えるか。 

カ 商業まちづくりにおける市町村間の協力や連携について、どのような面で必要になると

考えるか。（また、既に実施している取組があれば記載） 

（５）回収状況 

市町村    有効回収数５９（有効回収率 １００．０％） 

商工関係団体 有効回収数１０９（有効回収率 ８７．９％） 

（６）報告書利用上の注意点 

   図表は割合（パーセント表示）を表示しており、実数は割愛した。 
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Ⅱ 調査結果 

１．買い物に必要な店舗など 

（１）住民の方が買い物する上で、新たにどのようなものが必要（又は既存の店舗、

施設の充実が必要）だと考えるか。（３つまで選択可）（調査票 Ｑ１） 
 

新たに必要だと考える店舗などについては、市町村は、回答数が多い順から、「自宅近

くの商店・商店街」が 54.2％、「移動販売」が 44.1％、「中心市街地の商店・商店街」が

39.0％となっている。 

商工関係団体は、回答数が多い順から、「自宅近くの商店・商店街」が 69.7％、「中心

市街地の商店・商店街」が 38.5％、「移動販売」が 38.5％となっている。 
 

図表１ 新たに必要だと考える店舗など（市町村）（回答数 59） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ 新たに必要だと考える店舗など（商工関係団体）（回答数 109） 
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２．郊外への大型店の立地抑制に対する考え 

（１）郊外への大型店の立地を抑制することについてどう考えるか。 

（調査票 Ｑ２） 
 

郊外への大型店の立地抑制に対する考えについては、市町村は、「引き続き抑制は必要

だが、ある程度の緩和も必要」が 54.2％、「引き続き抑制した方が良い」が 18.6％となっ

ている。 

一方、商工関係団体は、「引き続き抑制した方が良い」が 55.0％、「引き続き抑制は必

要だが、ある程度の緩和も必要」が 40.4％となっている。 
 

図表３ 郊外への大型店の立地抑制に対する考え（市町村）（回答数 59） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４ 郊外への大型店の立地抑制に対する考え（商工関係団体）（回答数 109） 
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（２）郊外への大型店の立地抑制についての賛成理由（複数選択可） 

（調査票 Ｑ３） 
 

郊外への大型店の立地抑制が必要だと考える理由については、市町村、商工関係団体と

もに、「中心市街地など、まちの中心部の空洞化につながるから」が最多で、それぞれ

61.4％、61.5％となっている。次いで、市町村は、「国や地方の財政が厳しい中、郊外開

発よりも、既存の社会基盤（公共施設やインフラ施設等）を有効に活用すべきだから」が

38.6％と多く、商工関係団体は、「高齢者など車の運転が困難な人にとって、これ以上ま

ちが拡大すると住みにくくなるから」が 52.9％と多くなっている。 
 

図表５ 郊外への大型店の立地抑制が必要だと考える理由（市町村・商工関係団体） 

（回答数：市町村 44、商工関係団体 104） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）郊外への大型店の立地抑制についての反対理由 

（複数選択可）（調査票 Ｑ３） 
 

郊外への大型店の立地抑制を緩めるべき又は必要ないと考える理由については、市町村

は、「郊外であっても、大型店が出店することで雇用が生まれるから」が 73.3％と最多で、

次いで、「地域活性化のため、郊外の開発は今後も必要だから」が 60.0％と多くなってい

る。 

※商工関係団体は、回答者数が少ないため、図表のみの掲載に留めた。 

 

 

 

 

 
 



5 

図表６ 郊外への大型店の立地抑制を緩めるべき又は必要ないと考える理由 

（市町村・商工関係団体）（回答数：市町村 15、商工関係団体 4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３．新たな大型店の設置に当たり考えなくてはならないこと 

（１）新たな店舗、特に大型店を設置するに当たっては、どのようなことを考えな

くてはならないと考えるか。（複数選択可）（調査票 Ｑ４） 
 

新たな大型店の設置に当たり、考えなくてはならないことについては、市町村、商工関

係団体ともに、「周辺の市町村も含めたまちづくりへの影響（中心市街地等への影響な

ど）」が最多で、それぞれ 71.2％、82.6％となっている。次いで、市町村は、「騒音や渋

滞など、周辺の生活環境への影響」が 45.8％、商工関係団体は、「周辺地域への貢献」が

50.5％と高くなっている。 
 

図表７ 新たな大型店の設置に当たり、考えなくてはならないこと 

（市町村・商工関係団体）（回答数：市町村 59、商工関係団体 109） 
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４．大型店に期待する地域貢献活動 

（１）大型店に対して、どのような地域貢献活動を期待するか。（複数選択可）

（調査票 Ｑ５） 
 

大型店に期待する地域貢献活動については、市町村は、「地元（地域又は県内）からの

優先的な従業員の採用」が 88.1％と最多で、次いで「商工会議所、商工会、商店街組織等

が行うイベント等への協力」が 71.2％と多くなっている。 

商工関係団体は、「商工会議所、商工会、商店街組織等への加入」が 92.7％と最多で、

次いで、「商工会議所、商工会、商店街組織等が行うイベント等への協力」が 77.1％と多

くなっている。 
 

図表８ 大型店に期待する地域貢献活動（市町村・商工関係団体） 

（回答数：市町村 59、商工関係団体 109） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．大型店の立地に関し、県に期待する役割 

（１）大型店の立地に関連して、どのような点において、県の広域的な調整・支

援・協力が必要と考えるか。（複数選択可）（調査票 Ｑ６） 
 

大型店の立地に関連して、必要だと考える県の広域的な調整等については、市町村、商

工関係団体とも「大型店の立地に際して、立地市町村と周辺市町村間の意見集約と調整」

が最多で、それぞれ 72.9％、78.0％となっている。 
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図表９ 大型店の立地に関連して、必要だと考える県の広域的な調整等 

（市町村・商工関係団体）（回答数：市町村 59、商工関係団体 109） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．市町村間の協力や連携 

（１）商業まちづくりにおける市町村間の協力や連携について、どのような面で必

要になると考えるか。（複数選択可）（調査票 Ｑ７） 
 

商業まちづくりにおいて必要となる市町村間の協力や連携については、市町村は、「公

共交通機関のルート、充実策の検討」が 71.2％で最多となっており、次いで、「圏域内で

の大型店の適正立地に関する検討」が 52.5％と多くなっている。 

商工関係団体は、「商業まちづくり基本構想や立地適正化計画など、まちづくりに関す

る諸計画の策定」が 72.5％で最多となっており、次いで、「圏域内での大型店の適正立地

に関する検討」が 60.6％と多くなっている。 
 

図表１０ 商業まちづくりにおいて必要となる市町村間の協力や連携 

（市町村・商工関係団体）（回答数：市町村 59、商工関係団体 109） 
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（２）商業まちづくりにおける市町村間の協力や連携について、既に実施している

取組はあるか。（市町村のみ）（調査票 Ｑ８） 
 

既に実施している市町村間の連携や協力については、「連携中枢都市圏形成に向けた、

広域交流中核拠点の整備や地域交通の連携に関する協議」、「市町村をまたぐデマンドタ

クシーの運行」、「定住自立圏の圏域内での移住・定住促進」などの回答があった。 
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【市町村アンケート調査票】 
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【商工関係団体アンケート調査票】 
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